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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

１ 気体、液体又は固体廃棄物貯

蔵設備に係る次の事項 

該当なし 
― ― ― ― 

２ 気体、液体又は固体廃棄物処理

設備に係る次の事項 
― ― ― ― ― 

（１４） 減容・固化設備に係る焼

却装置、溶融装置、圧縮装置、アス

ファルト固化装置、セメント固化装

置、ガラス固化装置又はプラスチッ

ク固化装置に係る主要機器のうち

（１）から（１３）までに掲げるも

の以外の主要機器の名称、種類、容

量又は処理能力、主要寸法、材料及

び個数並びに原動機の種類、出力及

び個数 

主要機器の名称 「圧縮減容装置」 同左 ― ― 

主要機器の種類 「油圧式」 同左 ― ― 

主要機器の容量

又は処理能力 

「約 15 本／時」 中押しシリンダ 1.53 ＭＮ 

横押しシリンダ 3.14 ＭＮ 

蓋押しシリンダ 0.50 ＭＮ 

ゲートシリンダ 0.78 ＭＮ 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手

続きガイド（以下、「工事計画ガイド」と

言う。）２．（２）１）において「その他

の機器等の種類に応じて、名称、（略）主

要寸法、材料、個数及び取付箇所等の仕

様を記載することとされており、これら

の仕様については、要目表として記載す

ることとする。」とされているため、機

器等の概略を示すために記載する。なお

工事計画ガイド同項において「その他の

機器等の「容量」（略）等ついては、当該

機器等の性能又は強度等が技術基準規

則等に適合していることを確認したも

のと公称値を併記すること」とされてお

り、技術基準規則等による要求される性

能がない本装置に関しての詳細な記載

は不要である。 

①運転炉でも設置変更許可後に行うような工認レベル

の詳細設計を含めた装置等の調達を、廃止措置計画変

更申請前に行うことは、運転炉以上の事業リスクを負

うプロセスとなる。 

②工認レベルの詳細設計を含めた装置等の調達を廃止

措置計画申請前に行わず、変更申請時点で予定してい

る詳細仕様を記載した場合、変更認可以降に行う調達・

詳細設計で廃止措置計画に記載した仕様が変更となり

廃止措置計画の再変更申請が生じる可能性がある。こ

の場合、届出では変更できない可能性もある。さらに、

耐震・強度クラスによっては寸法などの仕様変更に伴

って耐震強度の再評価を要する。 

 

主要機器の主要

寸法 

縦 約 4000 mm 

横 約 2000 mm 

高さ 約 1000 mm 

 

 

縦 3550 mm 

横 1900 mm 

高さ 945 mm 

 

主要機器の材料 合金鋼 

 

スウェーデン鋼 HARDOX400 

 

製品名を記載した場合、以下の問題がある。 

・「主要寸法」①②と同様の問題がある。 

・HARDOX400 はスウェーデンの鉄鋼メーカーSSAB 社の

商品名（固有名詞）であり JIS 規格に相当しない。 

・修理等で同等の別商品（鋼材）を用いる際都度変更

申請が必要になる。 

・なお、HARDOX シリーズは JIS 規格外ではあるものの、

耐摩耗性に優れ、産業界においても掘削機、粉砕機等

に実績があり、圧縮装置の材料として妥当だと考えて

いる。 

 

主要機器の個数 

 

 

 

 

 

 

1 台 同左 

― ― 
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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

原動機の種類 電動機 同左 発電用原子炉施設の工事計画に係る手

続きガイド２．（２）１）において「その

他の機器等の種類に応じて、名称、（略）

主要寸法、材料、個数及び取付箇所等の

仕様を記載することとされており、これ

らの仕様については、要目表として記載

することとする。」とされているため、

機器等の概略を示すために記載する。な

お工事計画ガイド同項において「その他

の機器等の「容量」（略）等ついては、当

該機器等の性能又は強度等が技術基準

規則等に適合していることを確認した

ものと公称値を併記すること」とされて

おり、技術基準規則等による要求される

性能がない本装置に関しての詳細な記

載は不要である。 

・「主要寸法」①②と同様の問題がある。 

 原動機の出力 約 40 kW 37 kW 

原動機の個数 1 台 同左 

３ 堰その他の設備に係る次の事

項 

該当なし 
― ― ― ― 

４ 原子炉格納容器本体外の廃棄

物貯蔵設備又は廃棄物処理設備か

らの流体状の放射性廃棄物の漏え

いの検出装置又は自動警報装置の

名称、種類、計測範囲、取付箇所

及び個数 

該当なし 

― ― ― ― 

５ 放射性廃棄物の廃棄施設の基

本設計方針、適用基準及び適用規

格 

基本設計方針、

適用基準及び適

用規格 

基本設計方針として「本文五 １」

（公衆及び従事者被ばく防護）を引

用し適用基準及び規格として日本産

業規格等を基準としている「本文五

２．４」を引用する。 

運転炉（東二実績）を参考に基

本設計方針（工認本文）を記載

する。 

 

（参考）添付－１ 

工事計画ガイド２．（２）１）Ｑ．におい

て「基本設計方針としては、技術基準規

則の要求を満たすための基本的な方針

を記載する」とされている。同項に「適

用基準及び適用規格については、各設備

の設計製作に適用する基準及び規格に

ついて、具体的な規格番号、名称及び制

定又は改訂年度も含め記載する」とされ

ているが、廃止措置計画には既に基本設

計方針が示されているため、別途記載す

る必要はないと考える。 

 

― 
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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

６ 設計及び工事に係る品質管理

の方法等に関する次の事項 

（１） 品質保証の実施に係る組

織 

（２） 保安活動の計画 

（３） 保安活動の実施 

（４） 保安活動の評価 

（５） 保安活動の改善 

品質管理の方法

等 

適切な品質保証活動の下に保安管理

を実施することを示すため「本文五

１」を引用する。 

運転炉（東二実績）を参考に

「設計及び工事に係る品質管

理の方法等に関する事項」を

別添する。 

 

（参考）添付－２ 

 

工事計画ガイド２．（２）１）Ｒ．にお

いて「品質保証の実施に係る組織、保

安活動の計画、保安活動の実施、保安

活動の評価及び保安活動の改善設計を

記載する必要があり、実用発電用原子

炉に係る発電用原子炉設置者の設計及

び工事に係る品質管理の方法及びその

検査のための組織の技術基準に関する

規則に適合するために計画された事項

を記載することとする。その際、設計

及び工事の段階に応じて品質保証の方

法等の変更を伴う場合には、それぞれ

の品質保証の方法等の切り替えの時期

等を含めて記載することとする。」と

されている。 

廃止措置計画「本文五 １」では「保安

のために必要な事項を保安規定に定め

て，適切な品質保証活動の下に保安管理

を実施する。」としており、（１）～（５）

の事項は全て、原子炉施設保安規定第３

条（品質保証計画）及び第４条（保安に

関する組織）に定められているため、別

途記載する必要はないと考える。 

― 

放射性廃棄物の廃棄施設に係る機

器の配置を明示した図面及び系統

図 

機器の配置を明

示した図面 

「タービン建屋１階」及び配置図を

記載 

同左 工事計画ガイド３．（２）８）において

「配置については、要目表に記載される

機器の発電所内での配置がわかるもの

とする」とされているため、記載する。 

 

― 

系統図 記載せず 同左 工事計画ガイド３．（２）８）において

「系統図については、テストライン及び

ミニマムフローライン等を含めて記載

すること」とされているが、本装置は単

独で使用し、系統に接続しないため系統

図は必要ない。 

― 

排気筒の設置場所を明示した図面 

 

 

該当なし 

― ― ― ― 
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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

耐震性に関する説明書 耐震性に関する

説明 

0.2Ｇの水平方向震度（圧縮減容装置

に係る最大加速度：0.2Ｇ）で健全性

が保てるものとすることを本文に追

記。 

Ｃクラスとすることを記載

し、運転炉（東二実績）を参考

に「耐震性に関する説明書

耐震設計の基本方針」を別添

する。 

 

（参考）添付－３ 

 

廃止措置プラントでは、法令上のクラス

要求はない。 

仮に運転中に本設備を導入した場合は、

運転炉に対する要求を定めた耐震設計

審査指針に係る「一般産業施設と同等の

安全性を保持すればよいもの」となるた

め、Ｃクラスとなる。 

Ｃクラスの場合、工事計画ガイド３．

（２）９）において「耐震重要度Ｃクラ

スに属する機器については、耐震性に関

する基本方針書のみの添付で足りるこ

ととする」とされているため、基本方針

を記載する。 

・今後Ｂクラス以上の機器の導入が生じたときに、運

転炉では計算書が必要となるため「主要寸法」①②と

同様の問題が生じる。 

強度に関する説明書 強度に関する説

明 

記載せず 同左 廃止措置プラントでは、法令上の材料強

度要求はない。 

仮に運転中に本設備を導入した場合は、

工事計画ガイドで要求されているのは

クラス 2 以上の機器及びクラス３「容

器」「管」に対してであり、技術基準規則

においても第二条「定義」において定め

られているクラス３機器は容器と管の

みであり当圧縮減容装置はいずれにも

該当しない機器であるため計算書は必

要ない。 

・運転炉ではクラス３の「容器」、「管」またはそれを

超えるクラスの機器の場合、計算書が必要となるため

「主要寸法」①②と同様の問題が生じる。 

構造図 構造図 概略図面（主要寸法相当）を記載す

る。 

工認相当の構造図を記載す

る。 

工事計画ガイド２．（２）１）Ｄ．におい

て「主要寸法については、構造図にて図

示する」とされており、主要寸法の考え

方と同様に機器等の概略を示すために

必要な図を記載する。 

同じく「主要寸法以外で評価に必要とな

る詳細な寸法は計算書や構造図におい

て記載する」とされているが、主要寸法

の考え方と同様に本装置の強度評価は

不要であることから、詳細な構造図は不

要であり、主要寸法と同様の考え方で概

略を記載する。 

・「主要寸法」①②と同様の問題が生じる。 
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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

排気筒の基礎に関する説明書及び

その基礎の状況を明示した図面 

該当なし 
― ― ― ― 

流体状の放射性廃棄物の漏えいの

拡大防止能力及び施設外への漏え

い防止能力についての計算書 

該当なし 

― ― ― ― 

固体廃棄物処理設備における放射

性物質の散逸防止に関する説明書 

放射性物質の散

逸防止に関する

説明 

放射性物質の拡散及び漏えい防止対

策及び被ばく低減対策を講じること

を示すため「本文五 ２．２」を引用

する。 

運転炉（東二実績）を参考に

「固体廃棄物処理設備におけ

る放射性物質の散逸防止に関

する説明書」を別添する。 

 

（参考）添付－５ 

工事計画ガイド３．（２）２４）において

「処理過程において汚染が広がらない

ように施設するための設計及び処置の

内容を説明すること」とされており、そ

の説明は廃止措置計画「本文五 ２．２」

に既に記載されているため、別途記載す

る必要はないと考える。 

 

放射性廃棄物運搬用容器の放射線

遮蔽材の放射線の遮蔽及び熱除去

についての計算書 

該当なし 

― ― ― ― 

流体状の放射性廃棄物の漏えいの

検出装置及び自動警報装置の構成

に関する説明書、検出器の取付箇

所を明示した図面並びに計測範囲

及び警報動作範囲に関する説明書 

該当なし 

― ― ― ― 
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別表第二 廃止措置計画書への記載方法 

考え方 課題 
記載 要求事項整理 

補正案 

（廃止措置計画書への記載案） 

運転炉（東二）実績 

に基づいた記載方法 

設計及び工事に係る品質管理の方

法等に関する説明書 

品質管理の方法

等に関する説明

書 

適切な品質保証活動の下に保安管理

を実施することを示すため「本文五

１」を引用する。 

運転炉（東二実績）を参考に

「設計及び工事に係る品質管

理の方法等に関する説明書」

を別添する。 

 

（参考）添付－４ 

工事計画ガイド３．（２）１２）にお

いて「上記「２．（２）１）Ｑ．設計

及び工事に係る品質管理の方法等に関

する事項」に記載した設計に係る品質

管理の方法で行った管理の実績につい

て記載するとともに、工事に係る品質

管理の方法及びその検査のための組織

についての具体的な計画を記載するも

のとする。 

設計に係る記載事項としては、設計の

要求事項として明確にしている事項及

びその照査に関する事項、設計の体制

として組織内外の部門間の相互関係、

設計開発の各段階における照査等に関

する事項並びに外部の者との情報伝達

に関する事項等を含むものとする。 

工事及び検査に係る記載事項としては、

工事及び検査に係る要求事項として明

確にする事項及びその照査に関する事

項、工事及び検査の体制として組織内外

の部門間の相互関係（資源管理及び物品

の状態保持に関する事項を含む。）、工事

及び検査に必要なプロセスを踏まえた

全体の工程及び各段階における監視、測

定、妥当性確認及び検査等に関する事項

（記録、識別管理、追跡可能性等に関す

る事項を含む。）並びに外部の者との情

報伝達に関する事項等を含むものとす

る。」とされている。設計及び検査に関

する必要なプロセスは要求事項の明確

化、照査、各部門の相互関係等を含めて

保安規定第３条（品質保証計画）及び第

４条（保安に関する組織）に定められて

いるため、別途記載する必要はないと考

える。 
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